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政治団体の収支報告書の要旨（単位 円）
平成23年解散分
〔資金管理団体〕
幸樹の会
資金管理団体の届出をした 稲葉 幸彦
者の氏名
資金管理団体の届出に係る 大阪府知事
公職の種類
報告年月日 24. 6.28（23.12.31解散）
１ 収入総額 0

２ 支出総額 0

平成23年解散分
〔その他の政治団体〕
聖神會
報告年月日 24. 3. 7（23.12.31解散）
１ 収入総額 0

２ 支出総額 0

聖神塾
報告年月日 24. 3. 7（23.12.31解散）
１ 収入総額 25¶000

本年収入額 25¶000

２ 支出総額 25¶000

３ 本年収入の内訳
寄附 25¶000

個人分 25¶000

４ 支出の内訳
政治活動費 25¶000

組織活動費 25¶000

５ 寄附の内訳
（個人分）
年間五万円以下の 25,000

もの

国民新党静友会総支部
報告年月日 24. 5.17（24. 5.11解散）
１ 収入総額 1¶721¶823

前年繰越額 1¶720¶777

本年収入額 1¶046

２ 支出総額 1¶721¶823

３ 本年収入の内訳
個人の党費・会費(1人) 1¶000

その他の収入 46

一件十万円未満のもの 46

４ 支出の内訳
政治活動費 1¶721¶823

寄附・交付金 367¶567

その他の経費 1¶354¶256

平成24年解散分
〔政党〕
国民新党衆議院比例区東海第一支部
報告年月日 24. 3.27（24. 3.26解散）
１ 収入総額 612¶281

前年繰越額 612¶281

２ 支出総額 612¶281

３ 支出の内訳
経常経費 437¶772

人件費 303¶000

光熱水費 64¶663

事務所費 70¶109

政治活動費 174¶509

組織活動費 88¶080

機関紙誌の発行その他の事業 86¶429

費
宣伝事業費 86¶429

自由民主党東京都参議院比例区第六十支部
国会議員関係政治団体の区 法第十九条の七第
分 一項第一号
公職の候補者の氏名 秋元 司
公職の候補者に係る公職の 参議院議員
種類
報告年月日 24. 6.29（24. 4.30解散）
１ 収入総額 10¶453¶040

前年繰越額 8¶952¶922

本年収入額 1¶500¶118

２ 支出総額 10¶453¶040

３ 本年収入の内訳
寄附 1¶500¶000

個人分 240¶000

団体分 1¶260¶000

その他の収入 118

一件十万円未満のもの 118

〔 告 示 〕

〇 政 治 資 金 規 正 法 の 規 定 に よ る 政 治 団

体 の 解 散 に 係 る 収 支 に 関 す る 報 告 書

の 提 出 が あ っ た の で 要 旨 （ 平 成 二 十

三 年 分 〜 平 成 二 十 四 年 分 ） を 公 表 す

る 件 （ 総 務 四 七 二 ） J

〇 中 小 企 業 信 用 保 険 法 第 二 条 第 四 項 第

七 号 の 規 定 に 基 づ き 金 融 取 引 の 調 整

を 指 定 す る 件 （ 経 済 産 業 二 六 九 ） P

〇 航 空 機 に よ る 爆 発 物 等 の 輸 送 基 準 等

を 定 め る 告 示 の 一 部 を 改 正 す る 件

（ 国 土 交 通 一 四 八 二 ） Q

〇 道 路 に 関 す る 件

（ 東 北 地 方 整 備 局 一 九 六 〜 一 九 九 ） J K M

〇 都 市 計 画 に 関 す る 件

（ 中 部 地 方 整 備 局 二 二 五 ）

〇 道 路 に 関 す る 件

（ 北 海 道 開 発 局 一 二 八 、 一 二 九 ）

〔 官 庁 報 告 〕

官 庁 事 項

日 本 海 ・ 九 州 西 広 域 漁 業 調 整 委 員 会 指

示 第 三 十 二 号

（ 日 本 海 ・ 九 州 西 広 域 漁 業 調 整 委 員

会 ） J K O

〔 公 告 〕

諸 事 項

裁 判 所
破 産 、 免 責 、 再 生 関 係 J L I

特 殊 法 人 等

住 宅 型 式 性 能 認 定 、 厚 生 年 金 基 金 変

更 関 係 J P O

地 方 公 共 団 体

行 旅 死 亡 人 関 係 J P P

会 社 そ の 他

会 社 決 算 公 告 J Q J

〇 総 務 省 告 示 第 四 百 七 十 二 号

政 治 資 金 規 正 法 （ 昭 和 二 十 三 年 法 律 第 百 九 十 四

号 ） 第 十 七 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 政 治 団 体 の 解 散

に 係 る 収 支 に 関 す る 報 告 書 の 提 出 が あ っ た の で 、

同 法 第 二 十 条 第 一 項 の 規 定 に 基 づ き 、 そ の 要 旨 を

次 の と お り 公 表 す る 。

平 成 二 十 四 年 十 二 月 二 十 六 日

総 務 大 臣 樽 床 伸 二
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